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Ⅰ 予算のポイント

「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」のスタート年として、
県民の皆さんの安全・安心と未来への希望を両立させる予算

 昨年、県内外で発生した災害の教訓をふまえ、防災・減災、国土強靱化の取組をさら
に推進。これらの取組により、公共事業費はリーマンショックによる経済対策も行った
平成21年度当初予算以来の900億円台となる909億円を確保。

 本県経済を支える中小企業・小規模企業が経済の下振れリスクを乗り越え、引き続き
地域社会の持続的な形成や維持に重要な役割を果たすことができるよう、これらの企
業への分厚い支援を実施。

 Society5.0時代に向けて、県立学校でのICT環境の整備（すべての県立学校のICT
環境整備を国の計画から２年前倒し）、空の移動革命等の次世代モビリティを活用し
た取組、データ利活用による課題解決、スマート自治体への転換などの取組を展開。

 「誰一人取り残さない」ことを理念としたSDGsの視点を取り入れ、生きづらさを感じる人
や活躍の場を求める人など、誰もが自らの希望の実現に向けて主体的に参画できる取
組を推進。また、経済、社会、環境の諸課題を統合的に解決していく社会をつくるため
の取組を実施。

 東京2020オリンピック・パラリンピックの開催に合わせ、県民の皆さんにさまざまな形でス
ポーツへの参画機会を創出。この取組により機運醸成を図り、令和３年開催の三重と
こわか国体・三重とこわか大会につなげる。

 県民の皆さんが予算編成に参画する県民参加型予算「みんつく予算」を初めて導入。
経常収支適正度を100％以下に抑えるなど、財政健全化の取組を継続。
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Ⅱ 予算の特徴～予算の規模

令和２年度当初予算（一般会計）は、対前年度６月補正後予算比
2.4％増の7,407億円
※令和２年度当初予算と一体的に編成した令和元年度２月補正予算を含む額は7,576億円。
※令和元年度当初予算は「骨格的予算」として編成し、６月補正予算で事業の肉付けを実施。

（単位：億円、％）

令和２年度
当初予算額

（A)

令和元年度
６月補正後予算額

（B)

対前年度

増減額
（A-B)

増減率
（A-B)/(B)

一般会計 7,407 7,236 170 2.4％

特別会計 3,151 3,617 ▲466 ▲12.9％

企業会計 626 406 221 54.4％

合 計 11,184 11,258 ▲75 ▲0.7％

※流域下水道事業は、令和２年度当初予算より特別会計から企業会計へ移行。
※数値は四捨五入によるため、内訳と合計が一致しないことがある（以下同じ）。
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Ⅱ 予算の特徴～一般会計当初予算額の推移

一般会計の当初予算は２年連続のプラス予算。当初予算の規模では、
平成15年度以降で最大。
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Ⅱ 予算の特徴～一般会計の内容①

（１）歳出
①性質別内訳

（単位：億円、％）

令和２年度
当初予算額

（A)

令和元年度
６月補正後
予算額（B)

対前年度

増減額
（A)-(B)

増減率
（A-B)/(B)

義務的経費 4,367 4,371 ▲4 ▲0.1

人件費 2,136 2,139 ▲3 ▲0.1

社会保障
関係経費

1,131 1,099 33 3.0

公債費 1,099 1,133 ▲34 ▲3.0

投資的経費 1,136 1,075 62 5.7

その他経費 1,903 1,790 113 6.3

歳 出 合 計 7,407 7,236 170 2.4
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Ⅱ 予算の特徴～財政健全化への取組など②

③総人件費の抑制
 一般職給与費（会計年度任用職員を除く）については、児童生徒数の減少や事業の見直しに

よる職員数の減等により、前年度予算より7億円減の2,064億円を計上。

(2)財源不足への対応
 歳出面では大規模臨時的経費事業などの事業費精査、歳入面では財政調整基金の活用や県
有地の売却などあらゆる手立てを講じた。

 これらの取組のあとでも生じる財源不足については、県民サービスの低下を回避し、必要な事業費
を確保するため、県債管理基金への積立の一部を見送ることで対応（積立額：20.1億円）。

※県債管理基金への積立：満期に一括して償還する際に必要な財源を確保するため、これまでの発行額の定率1/30（30年債）を毎年積み立てることとしてい
る。令和２年度当初予算要求額73.5億円。
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Ⅲ 県民参加型予算「みんなでつくろか みえの予算」(みんつく予算)

 県民の皆さんの新たな発想や身近な問題意識を事業の構築に取り入れ、事業の質の向上や限
られた資源の有効活用を図るとともに、予算の使い道について県民の皆さんの理解、共感及び納
得性を高めながら県政に参画していただくことを目的として、県民参加型予算「みんなでつくろか
みえの予算」(みんつく予算)を令和２年度当初予算から初めて導入。

 提案件数：229件 投票総数：6,505票 採択事業・予算額 ６事業・5,020万4千円

№ 事業名 部局 予算額 得票数

１ みんなでつくる避難所プロジェクト事業 防災対策部 990万3千円 739票

２ 映画で知ろう！「みえで活躍する外国人住民」事業 環境生活部 980万円 687票

３ 県民参加・体験型食品ロスゼロ啓発プロジェクト事業 廃棄物対策局 735万5千円 511票

４ 子どもたちのインターネットトラブル防止事業
教育委員会
事務局

1,000万円 501票

５ これからの移動手段チャレンジ事業 地域連携部 574万円 479票

６ みえの宝！子ども見守り活動応援プロジェクト 警察本部 740万6千円 458票
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Ⅳ 主要事業 生きづらさを感じる人たちへの支援・障がい者の活躍①

高齢者、障がい者、子育て家庭、生活困窮者、ひきこもりなどで生きづらさを感じている人たちが社会か
ら孤立することなく、地域において自分らしく生活し続けられるよう、地域において誰一人取り残さない包括
的な支援体制の整備や障がい者の就労のより一層の促進などを実施。
障がい者による芸術・文化活動の活性化を推進。

【主な事業】
 包括的な支援体制の整備
①（新）相談支援包括化推進員等養成事業（子ども・福祉部） 403万1千円
高齢の親とひきこもり状態の子どもの世帯や介護と育児のダブルケアなど、複合的な課題を
抱える相談者の把握や適切な相談支援機関等との連携調整等を行う相談支援包括化
推進員を市町に配置するため人材の養成を実施。

②（一部新）生活困窮者自立支援事業（子ども・福祉部） 3,205万8千円

県所管地域（多気町を除く郡部）において、さまざまな課題を抱えた生活困窮者の相談に

適切に応じ、自立に向けた支援に取り組むため、三重県生活相談支援センター内に相談
支援員等と新たにアウトリーチ支援員を配置。

 自殺防止対策
③（一部新）地域自殺対策緊急強化事業（医療保健部） 660万円※事業の一部

自殺に関連する用語を含むキーワードの検索から、県内の自殺対策相談先が案内される

検索連動型広告を実施。

 障がい者の就労促進
④（新）障がい者のディーセント・ワーク推進事業（雇用経済部） 575万7千円

就労を希望する障がい者が、希望や特性、体力等に応じて働き続けるため、職場定着につながる

仕組みづくり、ICTを活用した在宅ワークや柔軟な勤務形態などの環境整備を促進。

障がい者の施設外就労
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Ⅳ 主要事業 生きづらさを感じる人たちへの支援・障がい者の活躍②

 農福連携
⑤（新）農福連携「福」の広がり創出促進事業（農林水産部） 613万7千円

農業への障がい者等の就労拡大に向けた特例子会社の設立による企業等の農業参入の促進、

生きづらさや働きづらさを感じている若年者等を対象とした就農体験等の実施、福祉事業所等
によるノウフクJASの認証取得の促進等を実施。

 障がい者による芸術・文化活動の活性化
⑥（一部新）障がい者の持つ県民力を発揮する事業（子ども・福祉部）488万2千円
芸術文化活動を通じた障がい者の社会参加を促進し、地域における障がい者の多様な活躍の場を
広げていくため、さまざまな主体と連携して「三重県障がい者芸術文化祭」を開催するとともに、関係
者の活動支援や連携強化などを行う「三重県障がい者芸術文化活動支援センター（仮称）」を
設置。

三重県障がい者芸術文化祭
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Ⅳ 主要事業 環境保全

「ミッションゼロ2050みえ～脱炭素社会の実現を目指して～」の実現に向け、県域からの温室効果ガス
排出実質ゼロをめざすオール三重での運動につなげるための取組を実施。
この取組をモデル事業として、国の「SDGs未来都市」事業に提案。

【主な事業】
 脱炭素社会の推進
①（新）SDGs未来都市推進事業（戦略企画部） 325万8千円※行動計画進行管理事業の一部

②（一部新）脱炭素社会推進事業（環境生活部） 1,601万3千円

令和元年12月の脱炭素宣言「ミッションゼロ2050みえ」やSDGsの考え方を取り入れた 「三重県環境基本計画」（令和２年３月策定予定）
をふまえ、脱炭素社会の実現に向けて若者世代も参画した推進体制を構築するなど、オール三重での運動につなげていくための取組を実施。

 災害の未然防止・生活環境の保全
③（新）土砂条例監視・指導事業（廃棄物対策局） 494万3千円

令和２年４月に施行する条例の適切な運用を図るため、新たに「土砂対策監」を設置し、監視・指導等を実施。

 プラスチック対策

④（新）プラスチック対策等推進事業（廃棄物対策局） 1,679万3千円

⑤地域循環促進研究事業（廃棄物対策局） 81万１千円
※地域循環高度化促進事業の一部

ワンウェイプラスチックをはじめとしたプラスチック製品の使用量削減・再利用に向けて、多様な主体と
連携した「みえプラスチックスマートプロジェクト」を構築し、具体的な取組の検討や機運醸成を図る
県民大会の開催等を実施。農林漁業系廃棄物に含まれるプラスチックの実態調査を実施。

 食品ロス対策
⑥（新）食品ロス削減推進事業（廃棄物対策局） 502万円

食品ロス削減に向けて、食品提供企業とフードバンク団体等のマッチング促進等の取組を実施。

⑦（新）県民参加・体験型食品ロスゼロ啓発プロジェクト事業（廃棄物対策局） 735万5千円※みんつく予算

食品関連企業、フードバンク団体、行政、県民の皆さんなど、多様な主体が参加する食品ロスをテーマにした県民参加・体験型イベントを開催。

海洋プラスチックごみ
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Ⅳ 主要事業 観光振興・三重の魅力発信

「三重県観光振興基本計画」（令和元年度策定予定）に基づき、旅行者目線に立った観光振興の取組を
オール三重で推進。
斎宮の魅力の国内外への発信や、東紀州地域における外国人旅行者の誘客を促進。

【主な事業】
 観光振興
①（新）観光事業者における生産性向上推進事業（観光局） 928万6千円

戦略的なマーケティング活動につなげるため、アンケートシステムで収集したデータや分析結果を地域DMO等と共有するシステムを構築。
分析内容をふまえ、県内の意欲ある地域全体で、生産性向上につなげるモデル的な取組の実践を支援。

②（新）観光デジタルファースト推進事業（観光局） 1,127万2千円

外国人旅行者がインターネットを通じてより容易かつ詳細に三重の旅の魅力を知り、具体的な旅行プランを描けるよう、SNS等に現れる
外国人旅行者の生の声を収集・分析するとともに、外国人目線による情報発信を強化。

斎宮の魅力発信
③（新）みやこ斎宮を核とした観光コンテンツ拡充事業（環境生活部） 2,633万3千円
斎宮の魅力を国内外に発信するため、初期斎宮の発掘調査の成果をまとめた映像展示シナリオ等の作成（令和３年度完成予定）、
留学生を含む大学生を対象とした斎宮教育プログラムや斎宮アニメ（多言語化）による情報発信を実施。

東紀州地域への誘客促進
④（一部新）Easy Access to 東紀州！プロジェクト推進事業（南部地域活性化局） 975万5千円

東紀州地域の旅行者の周遊性・滞在性の向上を図るため、インターネットによる多言語版「旅行ルート作成システム」の導入、外国人
旅行者向けバスフリー切符の造成を行うとともに、民泊等を活用したビジネス体制の構築、観光専門人材の育成、観光マーケティング戦
略づくりの取組を推進。



















令和２年度三重県当初予算 41

令和2年度当初予算 総括表（一般会計）①

（１）歳入
（単位：億円、％）

※数値は四捨五入によるため、合計に合わない場合があります。

令和元年度
６月補正後

（A)

令和２年度
当初
（B)

対前年度 令和元年度
６月補正後

＋
平成30年度
２月補正
（C)

令和２年度
当初
＋

令和元年度
２月補正
（D)

対前年度

増減額
(BーA)

増減率
（BーA)/
(A)

増減額
（D-C)

増減率
（D-C)/
(C)

県税 2,646 2,556 ▲91 ▲3.4 2,646 2,556 ▲91 ▲3.4

地方譲与税 333 342 9 2.9 333 342 9 2.9

地方交付税 1,295 1,404 110 8.5 1,295 1,404 110 8.5

国庫支出金 794 800 6 0.7 867 873 6 0.7

県債

1,010 1,075 65 6.4 1,082 1,165 84 7.7

うち
臨時財政対策債

324 314 ▲10 ▲3.0 324 314 ▲10 ▲3.0

退職手当債 19 17 ▲２ ▲11.4 19 17 ▲２ ▲11.4

その他

1,158 1,229 71 6.1 1,168 1,235 67 5.7

うち
基金繰入金

147 167 20 13.3 148 167 19 12.5

歳 入 合 計 7,236 7,407 170 2.4 7,390 7,576 185 2.5
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令和2年度当初予算 総括表（一般会計）②

（２）歳出

令和元年度
６月補正後

（A)

令和２年度
当初
（B)

対前年度 令和元年度
６月補正後

＋
平成30年度
２月補正
（C)

令和２年度
当初
＋

令和元年度
２月補正
（D)

対前年度

増減額
(BーA)

増減率
（BーA)/
(A)

増減額
（D-C)

増減率
（D-C)/
(C)

義務的経費 4,371 4,367 ▲4 ▲0.1 4,371 4,367 ▲4 ▲0.1

人件費 2,139 2,136 ▲3 ▲0.1 2,139 2,136 ▲3 ▲0.1

社会保障
関係経費

1,099 1,131 33 3.0 1,099 1,131 33 3.0

公債費 1,133 1,099 ▲34 ▲3.0 1,133 1,099 ▲34 ▲3.0

投資的経費 1,075 1,136 62 5.7 1,226 1,299 73 5.9

その他経費 1,790 1,903 113 6.3 1,794 1,910 116 6.5

歳 出 合 計 7,236 7,407 170 2.4 7,390 7,576 185 2.5

（単位：億円、％）

※数値は四捨五入によるため、合計に合わない場合があります。
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令和2年度当初予算 歳入・歳出の計数のポイント（一般会計）①

（１）歳入
①県税収入：対前年度91億円、3.4％減の2,556億円

②地方譲与税：対前年度９億円、2.9％増の342億円

 地方法人特別譲与税が令和元年度で廃止（前年度301億円）となる一方、令和２年度創設
の特別法人事業譲与税が313億円の見込みなどから、対前年度9億円、2.9％増の342億円。

 法人二税（法人県民税、法人事業税）について、税制改正および世界経済の動向が本県の製
造業に与える影響をふまえ、対前年度112億円、15.4％減の613億円。

 地方消費税について、令和元年10月からの消費税率引き上げに伴い、対前年度39億円、6.9％
増の594億円。

県税収入の状況 （単位：億円、％）

H27 H28 H29 H30 R元 R2

当初予算額 2,533 2,495 2,452 2,473 2,646 2,556

対前年度比 14.5 ▲1.5 ▲1.7 0.9 7.0 ▲3.4
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令和2年度当初予算 歳入・歳出の計数のポイント（一般会計）②

③地方交付税：対前年度110億円、8.5％増の1,404億円
臨時財政対策債：対前年度10億円、3.0％減の314億円

④県債：対前年度65億円、6.4％増の1,075億円

⑤基金繰入金：対前年度20億円、13.3％増の167億円

 地方交付税と臨時財政対策債を合わせた額では、対前年度100億円、6.2％増の1,718億円。

 臨時財政対策債などが減少する一方、投資的経費が増加するため、対前年度6.4％増。

 当初予算編成後の財政調整のための基金残高は10億円。
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令和2年度当初予算 歳入・歳出の計数のポイント（一般会計）③

（２）歳出
①義務的経費：対前年度４億円、0.1％減の4,367億円。

②投資的経費：対前年度62億円、5.7％増の1,136億円。

③その他経費：対前年度113億円、6.3％増の1,903億円。

 人件費 ： ３億円、0.1％減の2,136億円
 社会保障関係経費：33億円、3.0％増の1,131億円
 公債費 ：34億円、3.0％減の1,099億円

 国の総合経済対策を活用した防災・減災、国土強靱化の取組などの推進に伴う公共事業費の増
や、防災行政無線整備事業の増などにより、対前年度62億円、5.7％増の1,136億円。

 消費税率引き上げに伴う地方消費税都道府県清算金・地方消費税市町交付金の増、法人事
業税交付金の創設に伴う増などにより、対前年度113億円、6.3％増の1,903億円。


